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令和8年度の泉南市全体の予算案規模

514億8,546万円

一般会計 318億 878万円
特別会計 192億 192万円
財産区会計 4億7,476万円

区 分 令和8年度予算案 令和7年度予算 比較増減 増減率

一 般 会 計 3,180,878 3,167,025 13,853 0.4

特 別 会 計 1,920,192 1,910,286 9,906 0.5

国民健康保険事業 756,326 758,035 △1,709 △0.2

汚水処理施設管理 85 85 0 0

介 護 保 険 事 業 660,121 657,862 2,259 0.3

後期高齢者医療事業 148,039 139,385 8,654 6.2

公共用地取得事業 17,241 17,462 △221 △1.3

下 水 道 事 業 338,380 337,457 923 0.3

財 産 区 会 計 47,476 45,329 2,147 4.7

合 計 5,148,546 5,122,640 25,906 0.5

（単位：万円、％）
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※令和8年度一般会計の予算案については、市長選挙が4月26日に予定されていることから、
義務的経費を中心とした骨格予算として編成を行っています。



一般会計歳入予算案について

一般会計歳入予算案の主な予算科目

• 市税収入額は92億5,803万円で、前年度より約1億2,000万円（1.3％）の
増収見込みです。

市税収入について

その他の歳入について

• 地方譲与税額は1億6,960万円で、前年度より約200万円（1.3％）の減額見
込みです。

• 法人事業税交付金は2億230万円で、前年度より約1,200万円（6.5％）の増
額見込みです。

• 地方消費税交付金は16億9,650万円で、前年度より約2億4,600万円
（17.0％）の増額見込みです。

• 地方交付税は43億8,940万円で、前年度より約1億6,400万円（3.9％）の
増額見込みです。臨時財政対策債については、令和7年度に引き続き令和8年
度も発行はありません。

• 繰入金は25億4,050万円で、前年度より約1億2,900万円（4.8％）の減額
見込みです。

• 市債の新規発行額は18億6,550万円で、前年度発行額より約4億3,500万円
（18.9％）の減額見込みです。

主な要因

個人市民税
現年度課税分（24億9,806万円）が約1億4,800万円（6.3％）の増収見込み。

法人市民税
現年度課税分（4億4,049万円）が約3,400万円（8.3％）の増収見込み。

固定資産税
現年度課税分（48億3,029万円）が約6,000万円（1.2％）の減収見込み。

• 過去最大の平成10年度予算（約111億8,000万円）の約8割となります。

• 空港関連税収（りんくうエリア含む）は、27億6,117万円の計上で市税総額
の約3割となります。
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※自主財源における「その他」には、分担金及び負担金、財産収入、諸収入を含みます。



一般会計歳出予算案について

一般会計歳出予算案の主な予算科目

性質（目的）別歳出予算案について

義務的経費は152億257万円で、前年度より約7億8,600万円（5.5％）の増額
となります。

主な要因

小・中学校施設保全整備事業（教育費）：約5億8,800万円（76.8％）の減
砂川樫井線新設事業（土木費）：約4億2,900万円（85.7％）の減
防災情報伝達推進事業（総務費）：約4億2,000万円の皆減

投資的経費は29億1,070万円で、前年度より約3億6,200万円（11.1％）の減
額となります。

主な要因

物件費：約7億6,500万円（15.7％）の減額
GIGAスクール構想に係るタブレット購入費（教育費）：約3億9,300万円の皆減
標準化システム移行業務委託料（総務費）：約1億200万円の皆減

維持補修費：約600万円（5.2％）の減額
市営住宅維持管理事業に係る施設等修繕料：約400万円（19.0％）の減

補助費等：約3億6,700万円（8.7％）の増額
学校給食充実化支援に係る補助金（教育費）：約1億9,500万円の皆増
施設型給付費負担金（民生費）：約5,100万円（4.9％）の増
後期高齢者医療広域連合療養給付費負担金（民生費）：約4,900万円（5.7％）の増

その他：約1億1,800万円（2.5％）の増額
公債費管理基金積立金（諸支出金）：約1億4,800万円（12712.0％）の増

その他経費は136億9,551万円で、前年度より約2億8,600万円（2.0％）の減
額となります。
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人件費：約6億1,200万円（13.1％）の増額
退職手当が約1億9,500万円の皆増
地域手当が約1億1,500万円（96.9％）の増
給料が約9,900万円（5.1％）の増
※参考：職員数の増（566人→575人）

扶助費：約1億7,300万円（2.3％）の増額
障害者自立支援給付事業（民生費）：約2億5,700万円（10.9％）の増

公債費：約200万円（0.1％）の増額
借入金利の上昇に伴う利子償還金の増

主な要因

・

・

・
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基金について

基金に係る主な対前年度残高増減事項

・公共施設整備基金 約9,500万円、17.4％減

・公債費管理基金 約5億6,100万円、54.0％減

・ふるさと泉南水なす基金 約2億5,400万円、9.9％増
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・財政調整基金 約3億8,800万円、19.7％減

0

10

20

30

40

50

60

70

80

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

基金の推移

公共施設整備基金 公債費管理基金 財政調整基金 ふるさと泉南水なす基金 その他の基金

64.9億
70.6億 73.1億

66.5億

9.8億

16.3億

15.4億

7.3億

22.1億

19.1億

16.7億

17.9億

5.4億

26.0億

17.2億

17.3億

7.4億

25.8億

19.7億

10.4億

※令和6年度までは決算額、令和7年度については3月補正予算（予定）後の額。

土地建物売払収入等の1,111万円を積み立て、1億570万円を取り崩し、
普通建設事業等の財源に充てます。

臨時財政対策債償還基金費等の1億4,875万円を積み立て、7億960万
円を取り崩し、市債の償還に充てます。

寄附金等の15億80万円を積み立て、12億4,630万円を取り崩し、各
種事業の財源に充てます。

運用収入112万円を積み立て、3億8,870万円を取り崩し、退職手
当等の財源に充てます。
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地方債について
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地方債発行額に係る対前年度予算比較

新規発行額 約4億3,500万円、18.9％減
うち普通債 約4億3,500万円、18.9％減
うち臨時財政対策債 0円、増減なし

普通建設事業等のために発行する普通債の発行額は18億6,550
万円になります。

7

※グラフ表記については借換債を除いています。



予算案の主な事業

を育てる・輝かせる
～義務教育の充実～

国が支援する学校給食費の抜本的な負担軽減（いわゆる給食無償化）に加え、

本市独自で更なる支援（物価高騰分・栄養価充実分）を行います。

信達小学校区における待機児童の解消をするために、小学校の空き教室を活用
して留守家庭児童会の増設をします。
※令和8年度に改修工事が完了し、令和9年度から開設する予定です。

小学校分 1億7,042万円・中学校分 2,444万円

学校給食充実化支援事業 1億9,486万円

本市初となる義務教育学校の開校（令和10年4月）に向けて、計画的に事業実

施をします。令和8年度には、実施設計と義務教育学校等一部施設の建設工事を行
います。なお、令和9年度は義務教育学校等の建設工事を継続して実施し、令和10
年度から11年度にかけて旧校舎の解体工事等を実施する予定です。

(仮称)西信達義務教育学校等整備事業 17億2,763万円

完成イメージ図

信達第二留守家庭児童会の増設事業 650万円
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※給食費のイメージ図



を 守 る ・ 快 適 に す る

(仮称)市営前畑住宅C号棟の建築工事 3億3,262万円

令和5年度より事業を行っている市営前畑住宅の建築（建替）工事を

実施します。令和8年度に工事が完了する予定です。

公共施設除却工事
令和7年度より事業を行っている老朽化が進んでいる施設の除却工事

を実施します。令和8年度で事業が完了する予定です。

♢新家駅高野別所線 1,500万円 ※令和8年度に完了予定

♢市場長慶寺砂川線 4,000万円 ※令和9年度に完了予定

2億1,211万円

7,900万円

コミュニティバス補助金の増額 1,443万円

コミュニティバスの安全な運行体制の確保・遅延防止や老朽化した車

両を1台更新するために補助金を増額します。

公 共施設への投資

7,150万円

泉南山手地区にある新家駅前の

交通渋滞の緩和に向けて整備して
いる道路が、令和8年度中に一部区
間が開通する予定です。

双子川浄苑施設建設事業

し尿処理施設の更新に係る建替えを

行います。令和8年度は、調査業務と
施設基本設計を行います。
※令和13年度より供用開始を予定してい
ます。

市民生活に必要不可欠である公共施設への計画的な投資を実施します。

～市民の安全なくらしを守る取り組み～

道路新設改良工事

令和7年度から令和8年度の期間で5施設の除却が完了する予定です。
令和7年度で除却が完了した公共施設等：旧浜保育所、旧若松湯、旧寿湯
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4,901万円

砂川樫井線新設改良事業

♢旧鳴滝幼稚園 3,470万円

♢旧鳴滝第一小学校 1億7,741万円

生活道路の利便性・安全性の向上を目的として事業を行います。令和8
年度は主に車道の幅が狭く危険な道路について、拡幅工事を実施します。

主な実施予定路線

除却実施予定施設




